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銀行の親会社・主要株主等に対する規制（主要各国比較）

項　　目 アメリカ イギリス ド イ ツ     フランス
株式の取得等により
主要株主になること
に関する規制

○ 銀行持株会社（25％以上の議決
権等）となるためには、ＦＲＢ
の事前の承認が必要。（議決権
5％未満の場合は銀行持株会社
でないものと推定。）

○ 10％以上の議決権取得等は、一
定の場合に事前の届出が必要。

○ 議決権の一定割合（10、20、33、
50、75％）以上を保有する場合
等は、監督当局への事前の届出
が必要。（5％以上の取得は 7 日
以内に要届出。）

○ 事前届出を受けた監督当局は、
不適当と認めるときは 3 ヶ月以
内にその株式の取得等を禁止す
ることができる。

○ 議決権の一定割合（10、20、33、
50％）以上を保有する場合等は、
監督当局への事前の届出が必
要。

○ 届出を受けた監督当局は、不適
当と認めるときは 3 ヶ月以内に
その株式の取得等を禁止するこ
とができる。

○ 議決権の一定割合（10、20、33％）
以上を保有する場合等は、監督
当局の事前の許可が必要。（5％
以上の取得は直ちに要届出。）

審査基準 ○ 銀行持株会社となる承認は、競
争政策上の観点の他、銀行持株
会社及び銀行の財政的・経営的
資源、将来展望、地域における
便益と必要を総合的に勘案した
上でなされる。

○監督当局が、届出者による株式
の取得等を不適当と認める場合
は、次の条件を満たさないとき。

　①主要株主になろうとする者が
当該銀行の主要株主として適
格である。(fit and proper)

　②銀行の預金者の利益が、主要
株主によって脅かされない。

　③その者が主要株主になって
も、堅実な銀行業務の遂行、最
低自己資本水準の維持を満た
す等

○ 監督当局が、届出者による株式
の取得等を不適当と認める場合
は、次の通り。

　①届出者が信頼に乏しく、又は
銀行の健全性確保の観点から、
ふさわしくない場合

　②届出者と銀行が結びつくこと
が、銀行に対する有効な監督に
支障となる場合

　③株式の取得等により銀行が銀
行監督体制の整っていない外
国の金融機関の子会社となり、
有効な監督が行えない場合

○ 許可の審査基準は、銀行の新設
に際しての免許基準と同じであ
るとされている。

○ 監督当局による許可審査は、次
のようなことを考慮し、ケース
バイケースで判断を行ってい
る。
・株主の性格（資金需要の有無
等）
・株主と銀行との業務上、資本
上の提携関係の有無等

主要株主に対する
監督当局による報告
徴求

○ＦＲＢは、銀行持株会社に対し
報告徴求権限を有する。

○ 監督当局は、5％以上株主、主要
株主や主要株主になろうとする
者に対し報告徴求権限を有す
る。

○監督当局は、主要株主や主要株
主になろうとする者に対し報告
徴求権限を有する。

○金融機関は、主要株主について
の財務情報を監督当局に毎年報
告しなければならない。

主要株主に対する
監督当局による検査

○ＦＲＢは、銀行持株会社に対し
検査権限を有する。

○監督当局は、親会社等に対し検
査権限を有する。

○監督当局は、主要株主や主要株
主になろうとする者に対し検査
権限を有する。

○ 監督当局は、銀行の直接・間接
の支配者に対し検査権限を有す
る。

（注１）この表中「主要株主」とは、原則として議決権の 10％以上を保有する者をいう。

（注２）各国の制度は、主として法令による規制を摘記したもの。
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　　　　　　　邦銀の主な株主（５％を超える株式を保有）の状況邦銀の主な株主（５％を超える株式を保有）の状況邦銀の主な株主（５％を超える株式を保有）の状況邦銀の主な株主（５％を超える株式を保有）の状況

　　（注）
１． 上記計数は、平成１２年３月期末現在のもの（有価証券報告書及び公表資料による）。
ただし、ジャパン・ネット銀行（平成１２年９月１９日設立）、日本債券信用銀行は１２年９月末時点を追加。

２． 子会社信託（ｵﾘｯｸｽ信託銀行を除く）、外資系信託及び銀行持株会社の子銀行（一勧、富士、興銀）、
更に、行員、従業員持株会が５％を超える株式を保有している銀行を対象から除いている。
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